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論文審査の要旨（2000字程度） 

本論文は「地震力に対する機器・配管系の弾塑性設計法に関する研究」と題し，６章から構成され

ている． 

第１章「序論」では，原子力施設の地震応答解析，耐震設計に関する従来の研究を概観し，本論文

の背景と目的を明らかにしている．原子力発電所の機器・配管系の耐震設計では，弾性解析を用いた

設計を基本としているが，弾塑性挙動を示す系の応答低減効果が考慮されない等の課題があること，

機器・配管系の地震時の弾塑性挙動および破損限界を把握して，これに基づく弾塑性解析を用いた設

計法を実現することが，耐震設計の高度化の観点から強く望まれていることを指摘している．以上の

背景のもとで，非線形系の応答スペクトル解析法の開発，降伏耐力と地震力により生じる塑性率に基

づいた応答特性評価，および強度指標を塑性率とする許容限界の導入を行い，塑性変形を考慮した機

器・配管系の弾塑性設計法を提案することが，本論文の目的であると述べている． 

第２章「一定塑性率応答スペクトルと非線形系の応答スペクトル解析法」では，系の降伏耐力と地

震力により生じる塑性率の関係を表す一定塑性率応答スペクトルを拡張して，非線形多自由度系の応

答解析が可能な弾塑性応答スペクトル解析法を提案している．力－変形関係が二直線骨格曲線である

非線形二自由度系について，時刻歴応答解析による結果と比較し，その有効性を示している． 

第３章「地震床応答に対する非線形系の応答特性」では，地震床応答に対する一定塑性率応答スペ

クトルを分析し，支持構築物上の非線形一自由度系の応答特性として，許容する塑性率と系に必要な

降伏耐力，およびこの降伏耐力の弾性系に必要な降伏耐力に対する低減度の関係を明らかにしている．

具体的には，最大耐力，最大変形あるいは履歴減衰の増加効果により降伏耐力が低減すること，弾塑

性応答特性に着目して床応答スペクトルの周期帯を支持構造物の一次固有周期未満と以上の２つの領

域に区分できること，および各領域において異なる降伏耐力低減特性を示すことを指摘している． 

第４章「機器・配管系の弾塑性設計における許容基準」では，現行の弾性解析を用いた設計を行っ

た機器・配管系の変形状態を明らかにするとともに，弾塑性解析を用いた設計における破損様式と結

びついた強度指標を提案し，その強度指標により許容限界を設定する考え方を述べている．このうち，

延性破壊・塑性崩壊に対しては強度指標を塑性率とする具体的な許容限界を提案している． 

第５章「機器・配管系の弾塑性設計法」では，第３章で明らかにした地震床応答に対する非線形系

の応答特性，および第４章で提案した許容基準に基づき，多自由度系に適用できる弾塑性解析を用い

た設計法を提案している．この方法は応答評価における指標を塑性率とする設計法であり，降伏耐力

に規格値を用いることにより保守的な応答が得られる．また，動的解析モデルの応答解析に第２章で

提案した弾塑性応答スペクトル解析法を用いることができることを示している． 

第６章「結論」では，本論文の成果を総括している． 

以上を要するに本論文は，原子力施設の耐震設計高度化の観点から，塑性率を指標とする地震応答

解析手法の開発および応答特性評価を行い，弾塑性系に適用可能な許容限界を導入して，弾塑性解析

を用いた機器・配管系の設計法を提案したものであり，工学上および工業上貢献するところが大きい．

よって本論文は博士（工学）の学位論文として十分な価値があるものと認められる． 

 


